
平成19年４月期 個別中間財務諸表の概要        平成18年12月15日 

上 場 会 社 名        サトウ食品工業（株）登記社名 佐藤食品工業（株）     上場取引所 東 

コ ー ド 番 号        2923                                           本社所在都道府県 新潟県 

（ＵＲＬ  http://www.satosyokuhin.co.jp） 

代  表  者 役職名 代表取締役社長    氏名 佐藤 功 

問合せ先責任者 役職名 取締役管理本部本部長 氏名 笠原 康司  ＴＥＬ (025)275－1100 

決算取締役会開催日 平成18年12月15日            配当支払開始日 ― 

単元株制度採用の有無           有(１単元 1,000株) 

１． 18年10月中間期の業績(平成18年５月１日～平成18年10月31日) 
(1) 経営成績 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
18年10月中間期 9,984 5.5 △347 ― △356 ―
17年10月中間期 9,464 11.3 △447 ― △444 ―

18年 4月期 25,870 583 597
 
 

中間(当期)純利益 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

 百万円 ％ 円 銭

18年10月中間期 △404 ― △81.81

17年10月中間期 △951 ― △191.29

18年 4月期 △326  △65.59

 
 

(注)①期中平均株式数  18年10月中間期  4,940,788株    17年10月中間期  4,974,701株 
            18年 4月期    4,974,401株 
  ②会計処理の方法の変更       無 
  ③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
(2)財政状態 
 総 資 産     純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円 銭
18年10月中間期 26,301 7,412 28.2 1,508.32
17年10月中間期 24,373 7,361 30.2 1,479.88

18年 4月期 20,163 8,014 39.7 1,610.95
(注)①期末発行済株式数  18年10月中間期  4,914,701株   17年10月中間期  4,974,701株 
             18年 4月期    4,974,701株 
  ②期末自己株式数   18年10月中間期   160,799株   17年10月中間期   100,799株 
             18年 4月期     100,799株 
 
２．19年４月期の業績予想(平成18年５月１日～平成19年４月30日) 

 売 上 高     経常利益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円

通   期 26,800 500 220

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)             44円64銭 
 
３．配当状況 
・現金配当 １株当たり配当金（円） 

 中間期末 期末 年間 

18年 4月期 ― 10.00 10.00

19年 4月期（実績） ― ―  

19年 4月期（予想） ― 10.00 10.00
(注)18年10月中間期末配当金の内訳   記念配当   ― 円 ― 銭   特別配当   ― 円 ― 銭 
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Ⅰ．中間財務諸表等 

１．中間貸借対照表 

 
前中間会計期間末 

(平成17年10月31日) 

当中間会計期間末 

(平成18年10月31日) 

前事業年度末 
要約貸借対照表 
(平成18年４月30日) 

区分 金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資産の部) 

Ⅰ 流動資産 

 １ 現金及び預金 1,801,219 1,721,063 1,694,039

 ２ 受取手形 283,627 120,418 245,644

 ３ 売掛金 4,552,415 5,048,450 3,347,372

 ４ たな卸資産 6,003,597 5,727,587 3,202,784

 ５ その他 376,737 678,699 148,756

   貸倒引当金 △4,100 △4,800 △3,000

  流動資産合計 13,013,497 53.4 13,291,418 50.5 8,635,597 42.8

Ⅱ 固定資産 

 １ 有形固定資産 

  (1) 建物 2,821,715 3,217,971 2,721,909

  (2) 機械装置 3,358,910 4,569,451 3,101,180

  (3) 土地 3,843,755 3,847,235 3,847,235

  (4) その他 295,987 371,493 784,715

   有形固定資産合計 10,320,369 42.3 12,006,153 45.6 10,455,041 51.9

 ２ 無形固定資産 9,720 0.1 9,661 0.1 9,690 0.0

 ３ 投資その他の資産 

  (1) 投資有価証券 836,049 740,190 805,436

  (2) その他 259,207 292,663 295,089

    貸倒引当金 △51,180 △24,250 △23,830

    関係会社投資 
損失引当金 

△14,000 △14,000 △14,000

   投資その他の 
   資産合計 

1,030,076 4.2 994,604 3.8 1,062,696 5.3

  固定資産合計 11,360,166 46.6 13,010,418 49.5 11,527,428 57.2

  資産合計 24,373,664 100.0 26,301,837 100.0 20,163,026 100.0
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前中間会計期間末 

(平成17年10月31日) 

当中間会計期間末 

(平成18年10月31日) 

前事業年度末 
要約貸借対照表 
(平成18年４月30日) 

区分 金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(負債の部) 

Ⅰ 流動負債 

 １ 支払手形 1,250,887 1,036,406 1,112,083
 ２ 買掛金 508,231 510,383 291,765
 ３ 短期借入金 8,500,000 7,550,000 4,000,000
 ４ １年以内返済予定 

   長期借入金 
550,492 975,240 511,640

 ５ 未払金 1,166,301 1,166,756 1,000,378
 ６ 未払法人税等 15,000 16,000 85,000
 ７ 賞与引当金 324,464 331,317 234,283
 ８ 設備支払手形 94,875 970,586 417,283
 ９ その他 285,488 307,958 474,545
  流動負債合計 12,695,740 52.1 12,864,647 48.9 8,126,980 40.3
Ⅱ 固定負債 

 １ 長期借入金 2,981,278 4,644,238 2,732,124
 ２ 退職給付引当金 380,332 411,516 395,263
 ３ 役員退職慰労 

   引当金 
82,424 87,674 85,049

 ４ 債務保証損失 

   引当金 
735,258 751,650 676,685

 ５ その他 136,670 129,173 132,992
  固定負債合計 4,315,965 17.7 6,024,253 22.9 4,022,044 20.0
  負債合計 17,011,706 69.8 18,888,900 71.8 12,149,025 60.3

 

(資本の部) 

Ⅰ 資本金 543,775 2.2 ― ― 543,775 2.7
Ⅱ 資本剰余金 

１ 資本準備金 506,000 ― 506,000
資本剰余金合計 506,000 2.1 ― ― 506,000 2.5

Ⅲ 利益剰余金 

１ 利益準備金 135,943 ― 135,943
２ 任意積立金 6,988,803 ― 6,988,803
３ 中間(当期)未処理損

失 
907,972 ― 282,640

利益剰余金合計 6,216,774 25.5 ― ― 6,842,106 33.9
Ⅳ その他有価証券評価 

  差額金 
193,231 0.8 ― ― 219,942 1.1

Ⅴ 自己株式 △97,822 △0.4 ― ― △97,822 △0.5
資本合計 7,361,958 30.2 ― ― 8,014,001 39.7
負債資本合計 24,373,664 100.0 ― ― 20,163,026 100.0
 

(純資産の部) 

Ⅰ 株主資本 

１ 資本金 543,775
２ 資本剰余金 

 （1）資本準備金 506,000
資本剰余金合計 506,000
３ 利益剰余金 

 （1）利益準備金 135,943
 （2）その他利益剰余金

特別償却準備金 7,959
別途積立金 6,620,000
繰越利益剰余金 △375,736

利益剰余金合計 6,388,167
４ 自己株式 △169,822
株主資本合計 7,268,119 27.6

Ⅱ 評価・換算差額等 

 １その他有価証券評価差

額金 
144,817

評価・換算差額等合計 144,817 0.6
純資産合計 7,412,936 28.2
負債純資産合計 26,301,837 100.0
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２．中間損益計算書 

 
前中間会計期間 

(自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日) 

前事業年度 
要約損益計算書 

(自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日) 

区分 金額(千円) 
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高 9,464,457 100.0 9,984,693 100.0 25,870,600 100.0

Ⅱ 売上原価 6,472,863 68.4 6,962,702 69.7 16,537,389 63.9

   売上総利益 2,991,593 31.6 3,021,991 30.3 9,333,211 36.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費 3,438,967 36.3 3,369,206 33.8 8,750,190 33.8

   営業利益又は 
   損失(△) △447,373 △4.7 △347,215 △3.5 583,020 2.3

Ⅳ 営業外収益 114,431 1.2 94,946 0.9 251,653 0.9

Ⅴ 営業外費用 111,094 1.2 104,098 1.0 237,493 0.9

   経常利益又は 
   損失(△) 

△444,035 △4.7 △356,367 △3.6 597,180 2.3

Ⅵ 特別利益 35 0.0 ― 0.0 35 0.0

Ⅶ 特別損失 634,694 6.7 232,046 2.3 613,737 2.4

   税引前中間(当期) 
   純損失 

1,078,695 △11.4 588,413 △5.9 16,522 △0.1

   法人税、住民税及び
   事業税 

7,499 0.1 6,732 0.1 298,993 1.2

   法人税等調整額 △134,577 △1.4 △190,954 △1.9 10,769 0.0

   中間(当期)純損失 951,617 △10.1 404,191 △4.1 326,285 △1.3

   前期繰越利益 43,644 43,644

   中間(当期)未処理 
   損失 

907,972 282,640
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３．中間株主資本等変動計算書 

当中間会計期間(自 平成18年５月１日 至 平成18年10月31日) 

株主資本 

資本剰余金  
資本金 

資本準備金 資本剰余金合計 

平成18年４月30日残高(千円) 543,775 506,000 506,000

中間会計期間中の変動額  

 剰余金の配当      (注)  

 特別償却準備金取崩額  (注)  

 別途積立金取崩額    (注)  

 中間純損失  

 自己株式の取得  

 株主資本以外の項目の中間 

 会計期間中の変動額(純額) 
 

中間会計期間中の変動額合計 

(千円) 
― ― ―

平成18年10月31日残高(千円) 543,775 506,000 506,000

 
株主資本 

利益剰余金 

その他利益剰余金 
 

利益準備金 
特別償却準備金 別途積立金 繰越利益剰余金 

利益剰余金合計

平成18年４月30日残高(千円) 135,943 18,803 6,970,000 △282,640 6,842,106

中間会計期間中の変動額  

 剰余金の配当      (注) △49,747 △49,747

 特別償却準備金取崩額  (注) △10,843 10,843 ―

 別途積立金取崩額    (注) △350,000 350,000 ―

 中間純損失 △404,191 △404,191

 自己株式の取得  ―

 株主資本以外の項目の中間 

 会計期間中の変動額(純額) 
 ―

中間会計期間中の変動額合計 

(千円) 
― △10,843 △350,000 △93,095 △453,938

平成18年10月31日残高(千円) 135,943 7,959 6,620,000 △375,736 6,388,167

 
株主資本 評価・換算差額等 

 
自己株式 株主資本合計 

その他 

有価証券 

評価差額金 

評価・換算 

差額等合計 

純資産合計 

平成18年４月30日残高(千円) △97,822 7,794,058 219,942 219,942 8,014,001

中間会計期間中の変動額  

 剰余金の配当      (注) △49,747  △49,747

 特別償却準備金取崩額  (注) ―  ―

 別途積立金取崩額    (注) ―  ―

 中間純損失 △404,191  △404,191

 自己株式の取得 △72,000 △72,000  △72,000

 株主資本以外の項目の中間 

 会計期間中の変動額(純額) 
― △75,125 △75,125 △75,125

中間会計期間中の変動額合計 

(千円) 
△72,000 △525,938 △75,125 △75,125 △601,064

平成18年10月31日残高(千円) △169,822 7,268,119 144,817 144,817 7,412,936

(注)平成 18 年７月の定時株主総会における利益処分項目であります。 
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

① 有価証券 

 イ 子会社株式及び関連

会社株式 

  …移動平均法による原

価法 

 ロ その他有価証券 

  時価のあるもの 

  …中間決算末日の市場

価格等に基づく時価

法 

   (評価差額は、全部資

本直入法により処理

し、売却原価は、移

動平均法により算

定) 

① 有価証券 

 イ 子会社株式及び関連

会社株式 

同左 

 

 ロ その他有価証券 

  時価のあるもの 

  …中間決算末日の市場

価格等に基づく時価

法 

   (評価差額は、全部純

資産直入法により処

理し、売却原価は、

移動平均法により算

定) 

① 有価証券 

 イ 子会社株式及び関連

会社株式 

同左 

 

 ロ その他有価証券 

  時価のあるもの 

  …決算期末日の市場価

格等に基づく時価法

   (評価差額は、全部資

本直入法により処理

し、売却原価は、移

動平均法により算

定) 

   時価のないもの 

  …移動平均法による原

価法 

  時価のないもの 

同左 

  時価のないもの 

同左 

 ② たな卸資産 

 イ 製品及び仕掛品 

  …総平均法による原価

法 

② たな卸資産 

 イ 製品及び仕掛品 

同左 

② たな卸資産 

 イ 製品及び仕掛品 

同左 

  ロ 原材料 

  …月次総平均法による

原価法 

 ロ 原材料 

同左 

 ロ 原材料 

同左 

  ハ 貯蔵品 

  …最終仕入原価法によ

る原価法 

 ハ 貯蔵品 

同左 

 ハ 貯蔵品 

同左 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

  …定率法 

   ただし、平成10年４

月１日以降取得した

建物(建物附属設備

を除く)については

定額法 

   なお、主な耐用年数

は次のとおりであり

ます。 

   建物………15～38年

   機械装置…９～12年

① 有形固定資産 

同左 

① 有形固定資産 

同左 

 ② 無形固定資産(自社利

用分ソフトウェア) 

  …社内における利用可

能期間(５年)に基づ

く定額法 

② 無形固定資産(自社利

用分ソフトウェア) 

同左 

② 無形固定資産(自社利

用分ソフトウェア) 

同左 
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項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日) 

３ 引当金の計上基準 ① 貸倒引当金 

  債権の貸倒による損失

に備えるため、一般債権

については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上し

ております。 

① 貸倒引当金 

同左 

① 貸倒引当金 

同左 

 ② 関係会社投資損失引当

金 

  関係会社に対する投資

の損失に備えるため、関

係会社の財政状態等を勘

案し、その必要額を計上

しております。 

② 関係会社投資損失引当

金 

同左 

② 関係会社投資損失引当

金 

同左 

 ③ 賞与引当金 

  従業員賞与の支給に充

てるため、支給見込額を

基準として計上しており

ます。 

③ 賞与引当金 

同左 

③ 賞与引当金 

同左 

 ④ 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当期末におけ

る退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、

当中間会計期間末におい

て発生していると認めら

れる額を計上しておりま

す。 

  なお、数理計算上の差

異については、その発生

時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

(10年)による按分額を定

額法により、それぞれ発

生の翌期から費用処理す

ることとしております。

④ 退職給付引当金 

同左 

④ 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当期末におけ

る退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、

当期末において発生して

いると認められる額を計

上しております。 

  なお、数理計算上の差

異については、各期の発

生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による按

分額を定額法により、そ

れぞれ発生の翌期から費

用処理することとしてお

ります。 

 ⑤ 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支

払いに備えるため、役員

退職慰労金規程(内規)に

基づく中間期末要支給額

を計上しております。 

⑤ 役員退職慰労引当金 

同左 

⑤ 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支

払いに備えるため、役員

退職慰労金規程(内規)に

基づく期末要支給額を計

上しております。 
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項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日) 

 ⑥ 債務保証損失引当金 

  関係会社への債務保証

に係る損失に備えるた

め、被保証先の財政状態

を個別に勘案し、損失負

担見込額を計上しており

ます。 

⑥ 債務保証損失引当金 

     同左 

⑥ 債務保証損失引当金 

同左 

   

４ リース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

同左 同左 

５ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の

会計処理は、税抜方式を採

用しております。 

消費税等の会計処理 

同左 

 

消費税等の会計処理 

同左 
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 
 

前中間会計期間 
(自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日) 

(固定資産の減損に係る会計基準) 
 当中間会計期間から「固定資産の
減損に係る会計基準」(「固定資産の
減損に係る会計基準の設定に関する
意見書」(企業会計審議会 平成14
年８月９日))及び「固定資産の減損
に係る会計基準の適用指針」(企業会
計基準委員会 平成15年10月31日 
企業会計基準適用指針第６号)を適
用しております。 
 この結果、税引前中間純損失が
60,179千円増加しております。 
 なお、減損損失累計額については、
改正後の中間財務諸表等規則に基づ
き当該各資産の金額から直接控除し
ております。 

              (固定資産の減損に係る会計基準) 
 当事業年度から「固定資産の減損
に係る会計基準」(「固定資産の減損
に係る会計基準の設定に関する意見
書」(企業会計審議会 平成14年８月
９日))及び「固定資産の減損に係る
会計基準の適用指針」(企業会計基準
委員会 平成15年10月31日 企業会
計基準適用指針第６号)を適用して
おります。 
 この結果、税引前当期純損失が
60,179千円増加しております。 
 なお、減損損失累計額については、
改正後の財務諸表等規則に基づき当
該各資産の金額から直接控除してお
ります。 

              (貸借対照表の純資産の部の表示に
関する会計基準等) 
 当中間会計期間から「貸借対照表
の純資産の部の表示に関する会計基
準」(企業会計基準委員会 平成17
年12月９日企業会計基準第５号)及
び「貸借対照表の純資産の部の表示
に関する会計基準等の適用指針」(企
業会計基準委員会 平成17年12月９
日 企業会計基準適用指針第８号)
を適用しております。 
 従来の「資本の部」の合計に相当
する金額は7,412,936千円でありま
す。 
 なお、中間財務諸表等規則の改正
により、当中間会計期間における中
間財務諸表は、改正後の中間財務諸
表等規則により作成しております。

              

表示方法の変更 
 

前中間会計期間 
(自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日) 

前中間会計期間において固定負債の「その他」に含めて
表示しておりました「債務保証損失引当金」については、
当期中間会計期間においては負債及び資本の合計の100
分の10を超えることとなったため、当中間会計期間より
区分掲記することといたしました。なお、前中間会計期
間の「債務保証損失引当金」は195,087千円であります。
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注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

前中間会計期間末 
(平成17年10月31日) 

当中間会計期間末 
(平成18年10月31日) 

前事業年度末 
(平成18年４月30日) 

１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

17,938,178千円 

１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

17,599,036千円

１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

18,152,027千円

２ 担保に供している資産 

  工場財団 

建物 2,325,849千円 

機械装置 3,358,910千円 

土地 1,111,131千円 

有形固定資産
のその他 

239,483千円 

計 7,035,375千円 
 

２ 担保に供している資産 

  工場財団 

建物 2,755,829千円

機械装置 4,569,451千円

土地 1,111,131千円

有形固定資産
のその他 

302,211千円

計 8,738,624千円
 

２ 担保に供している資産 

  工場財団 

建物 2,242,716千円

機械装置 3,101,180千円

土地 1,111,131千円

有形固定資産
のその他 

223,604千円

計 6,678,633千円
 

  その他 

建物 289,418千円 

土地 1,703,017千円 

有形固定資産
のその他 

20,561千円 

計 2,012,997千円 
 

  その他 

建物 270,875千円

土地 1,706,497千円

有形固定資産
のその他 

17,166千円

計 1,994,539千円
 

  その他 

建物 280,772千円

土地 1,706,497千円

有形固定資産
のその他 

18,687千円

計 2,005,957千円
 

  上記に対応する債務 

支払手形 302,502千円

短期借入金 6,477,616千円

１年以内 
返済予定 
長期借入金 

550,492千円

長期借入金 2,981,278千円

計 10,311,888千円
 

  上記に対応する債務 

支払手形 151,330千円

短期借入金 5,471,188千円

１年以内 
返済予定 
長期借入金

814,040千円

長期借入金 4,210,538千円

計 10,647,096千円
 

  上記に対応する債務 

支払手形 151,266千円

短期借入金 3,457,000千円

１年以内 
返済予定 
長期借入金 

511,640千円

長期借入金 2,732,124千円

計 6,852,030千円
 

 ３ 偶発債務 

  ① 金融機関借入金に対する債

務保証額 
㈱パワーズ 
フジミ 

164,741千円

ティアンド 
エス食品㈱ 

13,375千円

計 178,116千円

  ② 仕入取引の担保として差し

入れた振出手形 

101,000千円 

 ３ 偶発債務 

  ① 金融機関借入金に対する債

務保証額 
㈱パワーズ 
フジミ 

468,028千円

ティアンド 
エス食品㈱ 

10,109千円

計 478,137千円

  ② 仕入取引の担保として差し

入れた振出手形 

101,000千円

 ３ 偶発債務 

  ① 金融機関借入金に対する債

務保証額 
㈱パワーズ 
フジミ 

225,080千円

ティアンド 
エス食品㈱ 

10,984千円

計 236,064千円

② 仕入取引の担保として差

し入れた振出手形 

101,000千円

４            ４            ４  期末日満期手形の会計処理

については、手形交換日をも

って決済処理しております。

   なお、当期末日が金融機関

の休日であったため、次の期

末日満期手形が、期末残高に

含まれております。 
受取手形 
支払手形 

36,628 千円
375,278 千円

設備 
支払手形    

90,492 千円

 
５ 仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺し、相殺後の金額を流

動資産のその他に含めて表示し

ております。 

５     同左 

 

５            
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 (中間損益計算書関係) 

 
前中間会計期間 

(自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日) 

１ 営業外収益の主な内訳は次の
とおりであります。 

受取利息 254千円 

賃貸料 64,426千円 

副産物収入 12,115千円 
 

１ 営業外収益の主な内訳は次の
とおりであります。 

受取利息 629千円

賃貸料 66,618千円

副産物収入 12,387千円
 

１ 営業外収益の主な内訳は次の
とおりであります。 

受取利息 503千円

賃貸料 131,908千円

 
 

２ 営業外費用の主な内訳は次の
とおりであります。 

支払利息 72,003千円

賃貸資産関係費 27,153千円
 

２ 営業外費用の主な内訳は次の
とおりであります。 

支払利息 67,096千円

賃貸資産関係費 24,386千円
 

２ 営業外費用の主な内訳は次の
とおりであります。 

支払利息 147,914千円

賃貸資産関係費 62,991千円
 

３ 特別利益の内訳は全て車輌運
搬具売却益であります。 

 

３            ３ 特別利益の内訳は全て車輌運
搬具売却益であります。 
 

 
４ 特別損失の主な内訳は次のと
おりであります。 

機械装置除却損 5,250千円

関係会社投資損
失引当金繰入額 

4,000千円

債務保証損失引
当金繰入額 

564,437千円 

減損損失 60,179千円
 

４ 特別損失の主な内訳は次のと
おりであります。 

建物除却損 57,722千円

機械装置除却損 53,214千円
撤去費用 37,778千円
投資有価証券評
価損 

3,512千円

債務保証損失引
当金繰入額 

74,965千円
 

４ 特別損失の主な内訳は次のと
おりであります。 

建物除却損 1,743千円

機械装置除却損 24,742千円

関係会社投資損失
引当金繰入額 

4,000千円

債務保証損失引当
金繰入額 

505,863千円
 

５ 減損損失 
  当中間会計期間において、当社
は以下の資産グループについて
減損損失を計上しました。 

用途 種類 場所 

賃貸資産 建物及び構築物 新潟県新潟市 

遊休資産 土地 新潟県新潟市 

当社は、事業用資産については
継続的に収支の把握がなされてい
る単位を基礎として、包装餅製造
用資産及び包装米飯製造用資産に
グルーピングをしております。ま
た、賃貸資産及び遊休資産につい
ては、物件毎にグルーピングして
おります。 
その結果、事業用資産について

は減損の兆候はありませんでした
が、収支が継続してマイナスとな
っている賃貸資産及び地価の継続
的な下落等により回収可能価額が
帳簿価額を下回っている遊休資産
に関し、帳簿価額を回収可能価額
まで減額し、当該減少額を減損損
失(60,179千円)として特別損失に
計上しております。 
その内訳は、建物及び構築物

10,963千円、土地49,216千円であ
ります。 
なお、賃貸資産の回収可能価額

は、将来キャッシュ・フローを３％
で割引いた使用価値で算定してお
ります。また、遊休資産の回収可
能価額は、取引事例及び路線価等
を勘案した正味売却価額により算
定しております。 

５            ５ 減損損失 
  当事業年度において、当社は以
下の資産グループについて減損
損失を計上しました。 

用途 場所 種類 減損損失 

賃貸

資産 

新潟県

新潟市 

建物 

構築物 

10,567千円

395千円

遊休

資産 

新潟県

新潟市 
土地 49,216千円

当社は、事業用資産については
継続的に収支の把握がなされてい
る単位を基礎として、包装餅製造
用資産及び包装米飯製造用資産に
グルーピングをしております。ま
た、賃貸資産及び遊休資産につい
ては、物件毎にグルーピングして
おります。 
その結果、事業用資産について

は減損の兆候はありませんでした
が、収支が継続してマイナスとな
っている賃貸資産及び地価の継続
的な下落等により回収可能価額が
帳簿価額を下回っている遊休資産
に関し、帳簿価額を回収可能価額
まで減額し、当該減少額を減損損
失(60,179千円)として特別損失に
計上しております。 
なお、賃貸資産の回収可能価額
は、将来キャッシュ・フローを
３％で割引いた使用価値で算定
しております。また、遊休資産の
回収可能価額は、取引事例及び路
線価等を勘案した正味売却価額
により算定しております。 
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前中間会計期間 

(自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日) 

 ６ 減価償却実施額は次のとおり

であります。 

有形固定資産 436,893千円 

無形固定資産 49千円 
 

 ６ 減価償却実施額は次のとおり

であります。 

有形固定資産 475,404千円

無形固定資産 440千円
 

 ６ 減価償却実施額は次のとおり

であります。 

有形固定資産 892,053千円

無形固定資産 79千円
 

 ７ 当社の売上高は、主力製品で

ある包装餅(特に鏡餅)が季節商

品であり、その販売が年末に集

中するため、上半期と下半期の

業績に季節的変動があります。

なお、当中間会計期間末に至る

１年間の売上高及び営業費用は

次のとおりであります。 

 
売上高 
(千円) 

営業費用 
(千円) 

前事業年度 
下半期 

16,220,464 14,919,668 

当上半期 9,464,457 9,911,831 

合計 25,684,921 24,831,499 

  

 ７ 当社の売上高は、主力製品で

ある包装餅(特に鏡餅)が季節商

品であり、その販売が年末に集

中するため、上半期と下半期の

業績に季節的変動があります。

なお、当中間会計期間末に至る

１年間の売上高及び営業費用は

次のとおりであります。 

 
売上高 
(千円) 

営業費用
(千円) 

前事業年度
下半期 

16,406,143 15,375,749

当上半期 9,984,693 10,331,909

合計 26,390,837 25,707,658

 

 ７            

 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間(自 平成18年５月１日 至 平成18年10月31日) 

１ 自己株式に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式 （株） 100,799 60,000 ―    160,799 
 
(注)普通株式の増加 60,000 株は、全てＴｏＳＴＮｅＴ－２による買取りによるものであります。 

 



単－12 

（リース取引関係） 
 

前中間会計期間 
(自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日) 

リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナ
ンス・リース取引 
 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及
び中間期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナ
ンス・リース取引 
 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及
び中間期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナ
ンス・リース取引 
 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及
び期末残高相当額 

 
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

中間 
期末残高 
相当額 
(千円) 

機械装置 59,034 34,419 24,615 

有形固定
資産のそ
の他 

95,769 48,256 47,513 

無形固定
資産 

110,812 37,943 72,869 

合計 265,616 120,618 144,998 

  

 
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

中間 
期末残高
相当額
(千円)

機械装置 88,472 45,305 43,167

有形固定
資産のそ
の他 

82,772 41,001 41,770

無形固定
資産 

121,771 62,886 58,884

合計 293,017 149,194 143,822

 

 
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額
相当額
(千円)

期末残高
相当額
(千円)

機械装置 88,472 38,986 49,486

有形固定
資産のそ
の他 

102,671 60,331 42,338

無形固定
資産 

121,771 50,414 71,356

合計 312,915 149,733 163,181

 
 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 
 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 
 (2) 未経過リース料期末残高相当

額 
１年内 52,430千円 

１年超 95,772千円 

合計 148,202千円 
 

１年内 55,193千円

１年超 91,913千円

合計 147,107千円
 

１年内 55,817千円

１年超 110,600千円

合計 166,417千円
 

 (3) 支払リース料、減価償却費相
当額及び支払利息相当額 
支払リース料 28,596千円 
減価償却費 
相当額 

27,047千円 

支払利息 
相当額 

1,804千円 
 

 (3) 支払リース料、減価償却費相
当額及び支払利息相当額 
支払リース料 32,146千円
減価償却費 
相当額 

30,318千円

支払利息 
相当額 

1,848千円
 

 (3) 支払リース料、減価償却費相
当額及び支払利息相当額 
支払リース料 59,947千円
減価償却費 
相当額 

56,687千円

支払利息 
相当額 

3,579千円
 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 
   リース期間を耐用年数とし、
残存価額を零とする定額法によ
っております。 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法
同左 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法
同左 

 (5) 利息相当額の算定方法 
   リース料総額と取得価額相当
額との差額を利息相当額とし、
各期への配分方法は利息法によ
り算定しております。 

 (5) 利息相当額の算定方法 
同左 

 (5) 利息相当額の算定方法 
同左 

 

（有価証券関係） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

（1 株当たり情報） 
中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 




